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概 要

本報告では、2005年から 2009年における日本及び米国の貿易保護水準を対象に、「大国の
仮定」を導入した内生的貿易政策論による実証分析を行った。具体的には小国の仮定を想定し
た Grossman and Helpman (1994)及び大国の仮定を想定 Grossman and Helpman (1995)に
よる内生的保護関数を比較・検証した。その結果には多くの課題があるものの、交易条件を考慮
した戦略的な誘引により貿易保護水準を決定している可能性が示唆された。
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1 はじめに

なぜ日本政府は貿易自由化に関する国際交渉に躊躇するのか。標準的な経済理論によれば、関

税・非関税障壁による市場介入は価格メカニズムに歪みを発生させ、パレート非効率な資源配分を

招いてしまうことが指摘されている。しかし、WTO農業交渉の決裂や TPP交渉のように、貿易
障壁の撤廃や政府間の政策コーディネーションの実現は政治的な困難を伴う。では、政府間の貿易

交渉を困難にする要因を見つけることはできないだろうか。

本研究は日米貿易政策を具体的な検証対象とし、両国の貿易政策の政治経済学的な性質を実証的

に分析する。貿易保護の要因として政治的な要因（選挙、企業献金、政治体制など）が強調されが

ちなのだが、本稿では経済的な要因に注目する。具体的には、政府が貿易保護による国際市場の交

易条件への影響を考慮して貿易政策を実行する場合と、貿易政策による交易条件への影響が一切な

い場合の政治経済均衡を比較することにより、貿易保護政策において交易条件効果が発生している

のか否かを統計的に検討する。

2 分析枠組み

貿易政策の実証研究では、産業利益団体による政府への利得移転に着目したGrossman and Help-
man(1994, 以下 GH94)が標準的である。GH94では貿易保護政策の要因として、政府は経済厚生
に加えて政治献金総額を考慮すると想定している。GH94は貿易保護の要因として「政府がもつ経
済厚生の重要度」と「利益団体の人口比率」という政治構造パラメータを提示した。

しかしながら、GH94では貿易保護政策の結果が、自国の輸入需要関数を経由して、国際市場価
格に影響を与えない（言い換えれば、国際価格は貿易保護政策から独立）という「小国の仮定」を

用いている。それゆえ、Grossman and Helpman (1995, 以下GH95)は、GH94に、貿易保護政策
によって国際価格は影響を受けるため、政府はその影響も加味したうえで貿易保護政策を決定する

という交易条件効果を政治構造パラメータに追加した。

GH95では交易条件効果1を考慮した利己的な均衡である Nash均衡（Trade Wars）と両国間の
二国間における利益移転を考慮した協調均衡 (Trade Talks)が提示されている。図１はこの二つの
均衡を図示したものである（詳しくは Feenstra,2004 9章を参照のこと）。

[INSERT Fugure.1]

ここで τ は自国の貿易障壁（国内価格と国際価格比率）であり、τf は相手国の貿易障壁であ

る。G (τ , τf ) ,は自国目的関数、Gf (τ , τf )は相手国の目的関数である。曲線 G及び G∗は自国の
iso− curveであり、西に行くほど改善する。同様に、曲線Gf 及びG∗

f は相手国の iso− curveで

あり、南に行くほど改善する。曲線 EEは efficiency locusであり、自国及び相手国の目的関数の総
和を最大にする貿易障壁の集合である。N点（Nash均衡）では自国の iso − curveの傾きが垂直

に、相手国の iso− curveの傾きが水平になっており、両国とも他国の貿易障壁を与件として最適

な貿易障壁を選択している。一方、P点（協調均衡）では、他国の iso− curveを与件として自国

の貿易障壁を設定しており、N点よりも両国にとって望ましい貿易政策が導入される。
GH95における Nash均衡は、全ての産業 i において (1.a)式及び（1.b）式により特徴づけら

1GH94 では与件としている第 i 財の国際価格 πi を πi(τ
h
i , τf

i ) に置き換えて分析を行っている。ここで τk
i は k 国に

おける第 i 財の国際価格に対する国内価格比率である。
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れる。
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ここで πiは i財の国際価格であり、τk
i は k国における第 i財の国際価格に対する国内価格比率で

ある。したがって国内価格は πiτ
k
i となる。Xk

i は第 i財の k国内における生産量、Mk
i は第 i財の

k国の輸入量（負であれば輸出量）であり、Mk′
i は国内価格に対するその傾きである。ak は k国

政府の経済厚生重視度、λk は k国における利益団体の人口比率、Ik
i は k国における、産業 iが利

益団体を組織しているならば 1、そうでないならば 0 となるインディケータ変数である。また、ek
i

は第 i財の k国における輸出価格弾力性である。なお、添え字 hは自国を、f は相手国をそれぞれ

示す。ここで第一項が貿易保護政策における政治献金の影響を表しており、政治構造パラメータの

影響を受ける。例えば、k国政府の経済厚生の重視度 ak が上昇すれば、第一項はゼロに近づく2。

そして、 1/ek
i は交易条件効果を表しており、「国内の政治構造パラメータに依存せずに」政府が貿

易保護政策を導入する誘因を表している。

次に二国間において利益移転ができるため交易条件効果を相殺した協調均衡（図 1の P点）は
(3)式となる。
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]
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]
for i = 1, 2, ..., n, (3)

つまり、協調均衡上の (3)式は、Nash均衡上の (2)式と異なり、両国の交易条件効果が貿易保護
政策に影響しない。さらに (3)式は「小国の仮定」を前提としたGH94の内生的保護関数と一致す
る。つまり、「小国の仮定」のもとでは (4.a)式及び (4.b)式により貿易保護政策が特徴づけられる。
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for i = 1, 2, ..., n, (4.b)

本報告の着眼点は (4.a)式が (1.a)式に加法的に入れ子型になっていることを利用し、日米の貿易
保護政策において交易条件効果が発生しているか否かを判定することにある。仮に交易条件効果が

発生している場合、この要因は政治構造パラメータに依存しないため、一国では制御することが困

難であり、その是正のためには国際協調が必須となるという厄介な問題を抱えていることになる。

3 貿易制限指標

本稿では、交易条件効果の計測に関して、産業レベルの貿易保護水準として Kee, Nicita and
Olarreaga (2009)と同様に財レベルの情報から産業別に貿易制限指標 (Trade Restrictiveness Incex,
TRI)を計測した。なお、TRIは (5)式である。

TRIi ≈

[∑
g⊂Gi pW

g mgεg (tg)
2∑

g⊂Gi pW
g mgεg

]1/2

(5)

2また、k 国の全ての産業 i で利益団体が組織されている、つまり、Ik
i = 1 for all i ならば λk = 1 である。同様に、

k 国内の全ての産業 i で、利益団体が組織されていない、Ik
i = 0 for all i ならば λk = 0 である。

3



ここで、gは財インデックス、Giは第 i産業に所属する財の集合、pW
g は g財の国際価格（与件と

仮定）、mg は g財の輸入量、εg は g財の輸入価格弾力性、tg は g財の従価税相当の貿易保護水準
である。具体的には TRAINSから HS88/92 6桁レベルの従価税及び非従価税の従価税等価率を、
COMTRADEから対応する輸入額を引用し、ISIC Rev.3の 4桁レベルの貿易制限指標を求めた。

4 交易条件効果の計測

本節では交易条件効果が自国が直面している輸出（供給）価格弾力性の逆数である点に着目する。

Broda, Limao and Weinstein (2008) は Feenstra (1994) により提案され, Broda and Weinstein
(2006)により拡張された方法を用い交易条件効果を推定している。Feestra(1994)は（部分均衡的
に）任意の財市場に着目し、CES型効用関数から下記の輸出関数・輸入関数体系を提案した。

∆ln svt = φt − (σ − 1)∆ ln pvt + εvt

∆ln pvt = ω∆lnxvt + ξvt,

ここで v ∈ Vi は第 i産業（または財）における varietyの集合の要素であり、t は時点を、そして

∆は t − 1期から t期までの差分を示している。また、svt は v の支出シェアであり、xvt は v の

自国への供給量、pvt は v の国内価格、φt は randam effectそして、ξvt は攪乱項である。ここで

（varietyの間では同一とした）σは財レベルの輸入価格弾力性であり、ωは輸出供給弾力性の逆数、

ω ≡ 1/ef である。ここで Feenstra(1994)は構造パラメータ ρを定義し、逆輸出供給関数を次式に

書き換えた。

∆ln pvt = ψvt +
ρεvt

σ − 1
+ δvt

ここで、ψvt は randam effect, δvt は攪乱項、 ρ ≡ ω (σ − 1) (1 + ωσ)−1 と定義される構造パ

ラメータである。それゆえ、輸出価格弾力性の逆数は ω = ρ {σ (1 − ρ) − 1}−1 となる。さらに、

Feenstra(1994)は輸出・輸入関数体系を整理しいくつかの仮定を追加することにより次式を導出
した。

Yvt = θ1X1vt + θ2X2vt + uvt,

なお、被説明変数、説明変数及び回帰係数は下記のように定義される。

Yvt ≡ (∆ ln pvt − ∆ ln pkt)
2

X1vt ≡ (∆ ln svt − ∆ln skt)
2

X2vt ≡ (∆ ln pvt − ∆ln pkt) (∆ ln svt − ∆ln skt)
θ1 ≡ ρ (σ − 1)−2 (1 − ρ)−1

θ2 ≡ (2ρ − 1) (σ − 1)−1 (1 − ρ)−1

ここで、kはベンチマーク variety, uvt は攪乱項である。ただし、効率的な推定結果を得るため

に、期間平均をとり (6)式を推定する。

Y v = θ1X1v + θ2X2v + uv, (6)

推定結果から θ1及び θ2の定義を用いて輸入弾力性と構造パラメータが逆算する。具体的には下記
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の計算式を用いる。

ρ =
1
2

+

[
1
4
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4 +
(
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)]1/2

, if θ2 > 0

ρ =
1
2
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[
1
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4 +
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, if θ2 < 0

σ = 1 +
(

2ρ − 1
1 − ρ

)
1
θ2

ここで、0 ≤ ρ < (σ − 1)σ−1 < 1, σ > 1あり、これらの条件から満たされる場合、ω > 0となる。
この推定結果を用い輸出価格弾力性の逆数 ωを計算するのだが、構造パラメータ ρが値域（特に上

限）を超えてしまい、輸出価格弾力性の逆数が負値となる場合がある。その場合は、Broda, Limao
and Weinstein (2006)と同様に grid searchを行った。具体的には、σ ∈ [1.05, 131.5]と区間を設定
し 0.05ごとに、ρ ∈ [0.01, 1]と区間を設定し 0.01ごとに grid（格子）を設定し、総当たり法によ
り (6)式の誤差が最少になる組み合わせを探索した。そして、その対から輸出価格弾力性の逆数を
求めた。なお、産業を ISIC Rev.3の 4桁分類とし、varietyをその分類に属す HS88の 6桁分類×
輸出国の組み合わせとした。それゆえ、ISIC Rev.3 4桁分類ごとに推計を繰り返し産業ごとの推
定値を求めた。なお、輸入額と輸入量は COMTRADEから引用し、期間は 2000－ 2009と設定し
た3。なお、推計の副産物として得られる輸入価格弾力性 σは内生的保護関数の推定に用いる。

5 推定戦略

本稿の目的は (1.a)式を用いて貿易保護要因のうち、政治的要因と交易条件効果を分離すること
である。まず、GH94の (4.a)を用いた推定を行う。(4.a)式を整理することにより (7)式を得る。(

τ i − 1
τ i

)
σi = β0 + β1zi + β2 (zi × Ii) + ϵit (7)

ここで、（以下、自国を想定する）被説明変数は内外価格差の国内価格に対する比率である。ま

た、σiは第 i産業の輸入価格弾力性：πiτ i|M ′
i | (Mi)

−1、ziは第 i産業の輸入浸透率（量）の逆数：

Xi/Mi、Iiは第 i産業の利益団体組織ダミー変数であり、その産業が利益団体を組織しているなら

ば 1、そうでないならばゼロである。したがって、β1 ≡ −λ (a + λ)−1
< 0、β2 ≡ (a + λ)−1

> 0
である。

次に、GH95に従った (1.a)式により交易条件効果の検証を行う。(1.a)式を整理することにより
(8)式を得る。

τ i − 1 = β0 + β1

(
z′i
σi

)
+ β2

(
z′i × Ii

σi

)
+ β3ωi + υit (8)

ここで被説明変数は内外価格差の国際価格に対する比率であり、ziは第 i産業の輸入浸透率（金

額）の逆数：(πiτ iXi) (πiMi)
−1である。したがって、β1 ≡ −λ (a + λ)−1

< 0、β2 ≡ (a + λ)−1
> 0

である。ここで、輸出価格弾力性の逆数 1/ef
i は ωi を用いて書き換えている。本稿のアイディア

は、貿易保護水準のうち第一項と第二項による政治構造の影響をコントロールしつつ、Ho : β3 = 0

3なお、日米の関税コード（HS 9桁・10桁分類）を用い、1993－ 2006を対象に、ISIC 4桁レベルの推計を行ったと
ころ、行列演算が膨大になった結果、ソフトウェアの演算上限を超えてしまい計算ができなくなる産業があった。それゆえ、
本稿では HS6 桁分類を採用した。また、具体的な計算方法は Fennstra (2010) 及び Blonigen and Soderbery (2010) の
手順を修正し、Broda, Limao and Weinstein (2006) の脚注 15 と同様の条件とした。
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を検定し、交易条件効果の発生を判定することである。なお、表 1において、政治構造パラメータ
の定義、表２において政治構造パラメーターの符号条件をまとめている。

[INSERT Table.1]

[INSERT Table.2]

6 データに関して

(7)式および (8)式を推定するために必要なデータを記載する。データの計測期間は 2005年から
2009年である。

• 貿易制限指標
TRAINSから HS88/92 6桁レベルの従価税及び非従価税の従価税等価率を、COMTRADE
から輸入額を引用し、(5)式を用いて ISIC Rev.3の 4桁レベルの TRIを求めた。

• 輸入浸透率（金額ベース）
UNCOMTRADEから HS88/92 6桁レベルの輸入額を ISIC Rev.3 の 4桁レベルに集計し、
INDSTAT(UNDATA)より ISIC Rev.3 4桁レベルの産出額を用いて輸入浸透率を計算した。
また、農産物の国内生産額に関しては FAOSTATから得た情報を HS2002に変換したうえ
で ISIC Rev.3 4桁分類に集計した。なお、生産量で計測される輸入浸透率は、計測が困難で
あるため、代理変数として金額で計測したこの輸入浸透率を用いる。なお、産出額に欠損値

がある場合、直近の値と同じと仮定した。また GH94を推定する場合は貿易相手国を世界、
GH95を推定する場合は貿易相手国を日本または米国としている。

• 産業別政治献金
米国の産業別政治献金額は Gawande and Li(2009)と同様に CRPデータより集計した。ま
た日本の産業別政治献金額は、総務省提出分の政党、政党支部、政治資金団体及び資金管理

団体の団体献金法人と政治団体献金の政治団体から産業分類に集計した。主に法人名が明記

されている団体献金から製造業の政治献金額を集計したが、農業部門は政治団体献金から農

政連関連団体を集計し、対応する ISIC Rev.3分類に等分した。なお、団体献金のうち分類
された金額は約 70% であった。2005年から 2009年の総額を対象に、産業別政治献金額の平
均金額以上の産業を利益団体を組織していると判断した。

• 操作変数
ISIC Rev.3 大分類に準拠した EU KLEMS を用いる。大分類であるためその分類に属する 4
桁コードはすべて同じ値と仮定した。データが欠損している場合、直近の値を代用した。操

作変数は ICT資本シェア、非 ICT資本シェア、ICT資本投入指数 (1995年基準)、非 ICT資
本投入指数 (1995年基準)、マンアワーあたり ICT資本サービス、マンアワーあたり非 ICT
資本サービス、マンアワーあたり労働サービスである。
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7 推定結果

本報告の分析データは 2005年から 2009年のパネルデータセットである。さら貿易保護水準の要
因として輸入浸透率を用いていることから同次性の問題が発生していると考えられる。同次性に対処

するために操作変数法、弱相関の操作変数に対して頑強な制限情報最尤法 (LIML)を用いた。さらに
分散不均一性 (heteroskedasticity)に対して頑強な robust standard errorにより仮説検定を行った。
表 3は (1.a)式及び (4.a)式の推計結果である。表頭はモデル名、推定量、分析対象をそれぞれ示し
ている。表側は係数の推定結果と係数から逆算した政治構造パラメータ、under identification test
(Kleibergen-Paap rk LM statistics, K.P.LM in short)、over identification test of all instruments
(Hansen J statistics)、endogeneity test (χ2)、weak identification test (Kleibergen-Paap rk Wald
F statististics、K.P.F in short)及びサンプル数 (N)を示している4。

[INSERT Table.3]

まずGH94の推定結果を検討する。日本を対象とした内生的保護関数 (4.a)式は統計的に有意に
符号条件：、β1 ≡ −λ (a + λ)−1

< 0、β2 ≡ (a + λ)−1
> 0を満たしている。係数の推定結果から

逆算した、政府の経済厚生重視度 aの符号条件を満たし、利益団体の人口シェア λも整合的な結

果を得た。一方、米国を対象とした (4.a)式の推定結果は符号条件が満たされておらず統計的に有
意でもない。

次にGH95の推定結果を考察する。まず日本であるが、政治要因を示す、β1 ≡ −λ (a + λ)−1
< 0、

β2 ≡ (a + λ)−1
> 0は符号条件を満たす。また、交易条件効果を判断するβ3は帰無仮説Ho : β3 = 0、

交易条件効果はないを棄却するのだが、符号条件が負であり、したがって輸出弾力性ではなく実は

輸入弾力性だったという論理的に不整合な結果を得ている。また、米国の推定結果も同様の傾向で

あった。

暫定的な結論として「政府の貿易保護政策において、交易条件効果は発生していないとは言い難

い」ことなのだが、統計的な問題が発生しているため、さらに検証を加える必要がある。

8 今後の課題

本稿の狙いは貿易保護水準から政治的な誘因と経済的な誘因を分離することなのだが、意図した

ような分離が統計的に行われていないと判断した。本報告の解決すべき課題として、下記が挙げら

れる。

• 政治献金情報の再整理

• 輸出価格弾力性の再計測

• 操作変数の拡充

• 中間投入財の導入

まず、日本の政治資金情報に関してだが、本稿では総務省提出分の政治資金収支報告書のみを対

象としており、都道府県提出分の政治献金情報の整理が課題となる。さらに、産業分類への分類

可能性の向上が望まれる。一方、米国の政治資金情報に関しては、CRPによる産業分類が複数の

4推定は Stata の拡張コマンドである ivreg2 を用いた。
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SICに対応しているという問題がある。現在、CRP産業分類に属する SICに等分したうえで ISIC
に変換しているのだが、今後 COMPUSTATなど企業名鑑とのマッチング結果を用いて製造業の
按分を詳細に検討する必要がある。また、本稿は中間投入財を無視しているという問題がある。さ

らに輸出弾力性の再計算や、操作変数の拡充が必要である。今後の課題としたい。
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図表

Table 1. Political Parameters
Parameter Range of value Description

a a > 0 Government’s weighting of social welfare compared
to campaign contribution

λ 1 ≥ λ ≥ 0 Fraction of specific factor owners represented
by Special Interest Groups

Table 2. Sign Condition

Coefficient Definition Sign

β1 −λh
(
ah + λh

)−1

−
β2

(
ah + λh

)−1

+

β∗
3 0 or 1 +

Table 3. Estimation Results
GH94 GH95

LIML LIML LIML LIML
JPN USA JPN USA

Sign (1) (2) (3) (4)

β0 +/− 0.35∗∗∗ 0.08 1.07∗∗∗ 1.03∗∗∗

(0.10) (0.12) (0.03) (0.02)
β1 − −0.03∗∗∗ 0.06∗ −0.02∗ −0.01

(0.01) (0.03) (0.01) (0.02)
β2 + 0.10∗∗∗ −0.20 0.09∗ 0.08

(0.02) (0.04) (0.05) (0.08)
β3 + −0.0006∗∗ −0.0003

(0.0003) (0.0002)

α + 10.19∗∗∗ −53.14 10.71∗ 12.82
(2.70) (100.61) (5.61) (13.29)

λ + 0.33∗∗∗ 2.90 0.19∗ 0.16
(0.07) (4.50) (0.10) (0.10)

K.P. LM 33.70∗∗∗ 14.47∗∗∗ 17.73∗∗∗ 14.67∗∗∗

p 0.00 0.00 0.00 0.00
Hansen J 1.20 17.52∗∗∗ 4.15 11.49∗∗∗

p 0.75 0.00 0.13 0.00
χ2 88.37∗∗∗ 7.00∗∗∗ 8.496∗∗ 7.59∗∗

p 0.00 0.00 0.01 0.02
K.P. F$ 5.910∗ 3.68 3.59 3.28

N 575 535 575 535
NOTES:∗ indicates significance at the 10% level, ∗∗ at the 5% level, ∗∗∗ at the 1% level.

$Stock-Yago weak ID test critical values: 10% maximal LIML size 4.32.
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Figure 1. Political Optimum Equilibrium and Nash Equilibrium

(出所) Feenstra (2004)より引用。
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